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森林吸収源対策について



①① 我が国の温室効果ガス排出量の推移及び見通し我が国の温室効果ガス排出量の推移及び見通し

（百万㌧CO2） 2005年度 1,360  
＋7.8％

1,300

国内排出量の削減
△８．４％

1,261
13.8％

1,200

森林吸収源

△３．８％※

（1300万t-c）

京都メカニズム

2.8%

京都議定書削減約束
90年比△6.0 %

京都メカニズム

△１．６％※
２００５年度では
２．８％の水準

（９７０万t-c）

1,100

1990 2005 2010
※ 目標達成計画に定められた目標 1



（参考）各国の森林吸収量の算入上限値②② 各国の森林吸収量の算入上限値各国の森林吸収量の算入上限値

我が国の森林吸収量は、１３００万炭素トン認められているが、この数値は、国際交渉の結果他国に比べ、

特例的に大きな上限値として認められたものである。

削減目標 森林吸収量（基準年排出量比）（Ａ） 森林面積（Ｂ） Ａ／Ｂ

ロシア ０％ ３３００万炭素トン（４．０％） ８０９万km2 ４．１炭素トン／km2

カナダ ６％ １２００万炭素トン（７．２％） ３１０万km2 ３．９炭素トン／km2

ドイツ ８％ １２４万炭素トン（０．４％） １１万km2 １１．３炭素トン／km2

フランス ８％ ８８万炭素トン（０．６％） １６万km2 ５．５炭素トン／km2

イギリス ８％ ３７万炭素トン（０．２％） ３万km2 １２．３炭素トン／km2

日本 ６％ １３００万炭素トン（３ ８％） ２５万km2 ５２ ０炭素トン／km2日本 ６％ １３００万炭素トン（３．８％） ２５万km2 ５２．０炭素トン／km2

我が国の森林吸収量は他の締約国から厳しいチェックを受けることとなる
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京都議定書で認められる森林は、１９９０年以降の人為活動が行われた森林で、「新規植林」、

③③ 京都議定書で森林吸収源と認められる森林（京都議定書京都議定書で森林吸収源と認められる森林（京都議定書33条条33項、項、44項）項）

○ 新規植林 過去50年来森林がなか た土地に植林

京都議定書で認められる森林は、１９９０年以降の人為活動が行われた森林で、 新規植林」、
「再植林」、「森林経営」によるもののみ。新たな森林造成の可能性が限られている我が国におい
ては「森林経営」による吸収量が大宗を占めることになる。

○ 新規植林：過去50年来森林がなかった土地に植林

対象地域はごくわずか

○ 再植林 ：1990年時点で森林でなかった土地に植林

１９６２年 １９９０年 ２０１２年

対象地域はごくわずか

○ 森林経営：持続可能な方法で森林の多様な機能を十分に発揮するための一連の作業

１９９０年 ２０１２年１９６２年

人為活動の確保が課題

１９６２年 １９９０年 ２０１２年

※ 過去に植林を進めてきた国については、新たな土地に植林する余地は乏しいが、これからも温暖化
対策に貢献しうる点を評価し「森林経営」も組み込むこととされた。 3



● 我が国の森林経営の考え方とその対策の方向

森林吸収源として算入の対象になる「森林経営」の考え方については 京都議定書等に基づき 森林経営の現状等を

④④ 我が国の森林経営の考え方とその対策の方向我が国の森林経営の考え方とその対策の方向

＜対策の方向＞＜森林経営の考え方＞

森林吸収源として算入の対象になる「森林経営」の考え方については、京都議定書等に基づき、森林経営の現状等を

踏まえ、育成林、天然生林について、以下のように整理。（平成18年8月30日に条約事務局へ考え方を報告）

育成林＜我が国の森林＞

「森林を適切な状態に保つために1990年以降に行われる森林施業（更新
（地拵え、地表かきおこし、植栽等）、保育（下刈、除伐等）、間伐、主伐）」
が行われている森林育成林

間伐等の森林整備
を推進し、森林経営
対象森林の割合を
増やす

1,140万ha

（46％） 増やす。

地拵え
植付 下刈

（６回）
間伐

（３回程度）

主伐
（複層林へ誘導する場合の択伐を含む）地拵え

植付 下刈
（６回）

間伐
（３回程度）

主伐
（複層林へ誘導する場合の択伐を含む）主伐

（46％）

天然生林 天然生林

「法令等に基づく伐採・転用規制等の保護・保全措置」
が講じられている森林

保安林指定を推進
するなど保護・保全
措置がとられている
天然生林を増やす。

1,360万ha

（54%）
天然生林を増やす。

4計：2,500万ha（2010年時点の面積）



⑤⑤ １３００万炭素トン確保のために追加整備が必要な森林面積（試算）１３００万炭素トン確保のために追加整備が必要な森林面積（試算）

１３００万炭素トン確保のためには、１１０万炭素トンの更なる確保が必要

（２００５年度の森林吸収量は、基準年排出量比2.8％に相当する970万炭素トン（3,500万二酸化炭素トン）の水準）

○ 育成林～実地調査等により、樹種別、齢級別に「森林吸収源算入対象森林」の割合を把握～

① 1990年（Ｈ２）以降間伐等の手入れがされており 第１約束期間最終年の2012年

１１０万炭素トン

① 1990年（Ｈ２）以降間伐等の手入れがされており、第１約束期間最終年の2012年
（Ｈ２４）までに新たな森林施業を行わなくても「算入対象森林」となるもの

４５０万ｈａ

② 現在の森林整備状況を踏まえ、現行の予算水準を前提に、新たな森林・林業基 １１０万炭素トン
の更なる確保が必要

1300－(910+280)=110

② 現在の森林整備状況を踏まえ、現行の予算水準を前提に、新たな森林 林業基
本計画に基づく森林づくりなど、コストダウンを図りながら、間伐等の手入れを行う
ことによって、2006～2012年（H18～24）の７年間で「算入対象森林」となるもの

２２５万ｈａ

９１０万炭素トン

○ 天然生林

４５０万ｈａ＋２２５万ｈａ＝６７５万ｈａ

吸収量 ： ６７５万ｈａ×単位面積吸収量（１．３５t/ｈａ）＝ ９１０万ｔ
：

法令等に基づく伐採・転用規制等保護・保全措置がとられている面積

○ 天然生林

・２００８年（Ｈ２０）までに国有林を中心として保安林面積の拡大に最大限努力し、現
在の見込みの５９０万haから７０万haを追加（合計：660万ha）

毎年２０万ha、
６年間で１２０万haの
森林整備の追加が必要

２８０万炭素トン

見 追

吸収量：

６６０万ｈａ×単位面積吸収量（０．４２t/ha） ＝ ２８０万ｔ ：
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⑥⑥ 地球温暖化防止森林吸収源対策の取組地球温暖化防止森林吸収源対策の取組

森林吸収量の目標達成に向け、対策の初年度である平成１９年度において、

平成１８年度補正予算を併せ、２３万haに相当する追加予算（７６５億円）を計上

① 平成１８年度補正予算 ５３０億円 【概ね１５万haの整備】

災害に強い森林づくりに向けた間伐等を緊急的に実施

② 平成１９年度当初予算 ２３５億円 【概ね８万haの整備】

○ 省を挙げた森林吸収源対策の加速化

・ 林野公共予算における森林整備への重点化 （６５億円）

・ 水産基盤整備事業と連携した「漁場保全の森づくり事業」 （１００億円）

・ 農業農村整備事業と連携した「農業用水水源地域保全整備事業」 （５０億円）

○ 美しい森林への再生モデル事業の創設 （２０億円）

未整備森林の解消に向けた、定額助成方式によるモデル的な取組

平成２０年度以降についても、引き続き毎年２０万ｈａの追加整備を確実に実施して
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いくため、国民の理解を得つつ、安定的な財源の確保等に向けた取組が必要



推進体制経 緯

美しい森林づくり推進国民運動について⑦⑦ 美しい森林づくり推進国民運動の展開美しい森林づくり推進国民運動の展開

閣僚懇談会での総理指示
「政府一体となって『美しい森林づくり』に取り組んでいく必要がある」

内閣官房長官主催の「美しい森林づくりのための関係閣僚による
会合

美しい森林づくりのための関係閣
僚による会合

○代表：出井伸之（クオンタムリープ㈱代表取締役）
○事務局長：宮林茂幸（東京農業大学教授）
○設立発起人：１３４人

美しい森林づくり全国推進会議

○官房長官主催により必要に応じ開催
○運動の基本方針の決定

１９年 ２月 ９日

２月２３日
会合」

第１回関係省庁連絡会議（議長：内閣官房副長官補）

第１回「美しい森林づくり全国推進会議」（代表：出井伸之ソニー㈱
高 立

政府全体で取組むメッセージを国民に発信

「美しい森林づくり推進国民運動」

○構成団体：（社）経団連、（社）日本医師会、
（財）ボーイスカウト日本連盟など４９団体

◎企業による森林づくり、森林ボランティア活動、
森林環境教育、木づかい運動等をテーマにした
シンポジウムを開催

３月２９日

６月 １日
最高顧問）の設立

全国推進会議と内閣総理大臣との意見交換会

（関係省庁）
○内閣官房 ○総務省 ○文部科学省

美 森林 り推 国民 動」
に関する関係省庁連絡会議

○地方レベルの産業界、環境団体、教育団体、
医療団体、労働団体、ＮＰＯ等各界の団体により
構成

美しい森林づくり都道府県推進会議
「美しい森林づくり推進国民運動」
に関する関係省庁幹事会

第２回関係省庁連絡会議

地球温暖化対策推進本部

「京都議定書目標達成計画の見直しに向けた基本方針」において、森林

吸収源対策として「美しい森林づくり推進国民運動」の展開を決定

全国推進会議で挨拶する出井代表

○内閣官房 ○総務省 ○文部科学省
○厚生労働省 ○経済産業省
○国土交通省 ○環境省 ○農林水産省

◎企業による森林づくり、森林ボランティア活動、
森林環境教育、木づかい運動等をテーマにした
シンポジウムを開催

取組状況

７月 ６日

１０月 ２日

◎森林所有者に対する取組み
農 村地域 働き

◎農林水産省幹部による全国キャラバンの実施
熊本県阿蘇市ほか８都市

◎広報の積極的な展開
・ 全日空全便の機内上映で周知（４月１日～５月３１日）
・ 「美しい森林づくりニュース」の配信（森林ボランティア団体等へメール配信：約５万件）

運動内容

・農山村地域での働きかけ（森林組合を中心に、自己所有林の現状把握と具体的施業計画の策定の推進）

・不在村者（327万haを所有）に対する「自分の山再発見運動」の呼びかけ

◎幅広い国民の参画
・民間企業に対する協力の呼びかけ
（社内外ボランティアの森林づくり、自社保有林の整備による森林づくり、基金等を活用した森林づくりの推進）

・ＮＰＯと連携した取組
森 ボ 参 び 森 境教育 推進

「美しい森林づくりニュ ス」の配信（森林ボランティア団体等へメ ル配信：約５万件）
・ 新聞広告（アニメキャラクター“ゲゲゲの鬼太郎”を活用し、読売新聞朝刊全国版（６月１日～

６月３日）に広告を掲載）
・ ホームページ・メールマガジン

（政府インターネットテレビで「美しい森林づくり」シリーズを掲載）
・メディアミックス

（インターネットテレビ３本、パンフレット作成、バナー広告）
（森林ボランティア活動への国民参加の呼びかけ、森林環境教育の推進）

・農山村住民への働きかけ
（里山整備の推進）

◎「木づかい運動」の推進
・国産材利用の拡大

◎国民運動の推進
・地方推進組織の整備（現在、３０道府県において設立を予定）
・民間サポーターの募集

（企業回りの実施、ダイレクトメールの発出を予定） 7



（参考１）（参考１） 森林吸収量の算定・報告体制森林吸収量の算定・報告体制

算定基礎データ・検証データ
国が把握

・１９８９年末森林現況図
衛星画像・衛星画像

・森林全体のバイオマス量を
推計するための各種データ

透明で科学的
に検証可能な
手法による吸

森林簿データ
Ａ県

・森林面積
・林齢

森林簿データ
Ａ県

・森林面積
・林齢

手法による吸
収量を算定

・毎年の吸収量

林齢
・樹種
・材積

林齢
・樹種
・材積

・
・
・

情

組込
毎年の吸収量

・位置情報

・

情
報
抽
出

算
定

・
・森林調査簿データ

Ｂ森林管理局
・森林面積
・林齢

森林調査簿データ
Ｂ森林管理局

・森林面積
・林齢

報
告

林齢
・樹種
・材積

林齢
・樹種
・材積

必要な情報を国が一元管理
森林吸収量
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（参考２）（参考２） 京都議定書に基づく森林吸収量の報告について京都議定書に基づく森林吸収量の報告について

報告に係るスケジュール

第一約束期間

第一約束期間の目標達成に参入京都メカニズム参加資格を得 第一約束期間の目標達成に参入

第
一
約
束

可能な吸収量

第
一
約
束

京都議定書に基づく
吸収量報告

・議定書３条３項 ４項対象森

るためには提出必須 可能な吸収量

束
期
間
吸
収
量
の
確

（試行） （試行） （試行）

束
期
間
吸
収
量
の
確

・議定書３条３項、４項対象森
林の吸収量

・対象森林の位置情報 等

※気候変動枠組条約に基づく 確
定

京都議定書に基づく吸収量の算定及び報告（翌々年の４月）

確
定

※気候変動枠組条約に基 く
温暖化ガス排出・吸収量報告
と併せて提出
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